　　　関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付要綱

　（目的）
第１条　この告示は、住居に関市防災行政無線戸別受信機（以下「戸別受信機」という。）及び電波受信状況により必要となる空中線設備（以下「アンテナ」という。）の設置を希望する市民に対し、予算の範囲内において関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、市民の災害時の情報収集手段を確保し、もって市民の生命及び財産の保護に寄与することを目的とする。
　（補助対象者）

第２条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、過去に補助金の交付を受けたことがある者及びその者と同一の世帯に属する者は、この限りでない。
（１）　市内に住所を有する者で居住の用に供する家屋に戸別受信機及びアンテナ（以下「戸別受信機等」という。）を新規に設置するもの
（２）　その他市長が必要と認めた者
　（補助対象経費）

第３条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条第１号の規定による設置（以下「補助事業」という。）に係る費用とする。ただし、コンセントの設置、乾電池の購入その他の戸別受信機等の設置に直接関係がないものに係る費用は、対象外とする。
（補助金の額）

第４条　補助金の額は、次の表に定めるところにより算出し、当該補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。
	補助対象
	補助率
	補助限度額

	戸別受信機本体
	２分の１以内
	３０，０００円

	ダイポール型アンテナ及び設置諸経費
	１０分の１０以内
	４０，０００円

	三素子八木型アンテナ及び設置諸経費
	１０分の１０以内
	１３０，０００円


２　前項の規定にかかわらず、補助対象者が次に掲げる事項の全てに該当する場合の補助金の額は、補助対象経費の額から１０，０００円を差し引いて得た額とする。ただし、２００，０００円を限度とする。
　（１）　前年（１月から５月までの間にあっては、前々年）の所得に対する市町村民税が非課税であること。
　（２）　単身世帯であること。

　（３）　次に掲げる者のいずれかに該当する者であること。
ア　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１９条の規定により要介護認定又は要支援認定を受けている者（７５歳以上の者に限る。）
イ　身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受け、当該身体障害者手帳に記載されている障害の程度が身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に掲げる１級又は２級である者
ウ　岐阜県療育手帳に関する規則（平成１２年岐阜県規則第７２号）第３条第２項の規定により療育手帳の交付を受け、当該療育手帳に記載されている障害の程度が同規則別表に掲げるＡ１又はＡ２である者
エ　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受け、当該精神障害者保健福祉手帳に記載されている障害の程度が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項の表に掲げる１級又は２級である者
　（補助金の交付申請等）
第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助事業に着手する前に関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金申請書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、市長に申請しなければならない。
（１）　関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金計算書（別記様式第２号）
（２）　戸別受信機等の設置に係る経費の見積書
（３）　戸別受信機等の仕様書又はカタログ類
（４）　戸別受信機等を設置する家屋等の位置図
（５）　その他市長が必要と認める書類
２　市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交付するかどうかを決定し、関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付（不交付）決定通知書（別記様式第３号)（以下「交付決定通知書」という。）により、申請者に通知する。

３　前項の規定により、補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、申請の内容を変更しようとするとき、又は補助事業を中止しようとするときは、関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付申請変更等承認申請書（別記様式第４号）に交付決定通知書の写しを添付して、市長に提出しなければならない。
４　市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、当該申請を承認するかどうかを決定し、関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付申請変更等承認（不承認）通知書（別記様式第５号）により交付決定者に通知する。
５　市長は、第２項の規定による補助金の交付決定及び前項の規定による申請内容の変更の承認について条件を付けることができる。

（実績報告等）
第６条　交付決定者は、補助事業が完了したときは、前条第２項の規定により交付決定を受けた日が属する年度の末日までに関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金実績報告書（別記様式第６号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。
（１）　戸別受信機等の設置に係る経費の支払を証する領収書等の写し
（２）　戸別受信機等の設置が完了したことを証明する写真
（３）　その他市長が必要と認める書類
（代理受領）
第７条　交付決定者は、補助事業が完了したときは、戸別受信機等の販売及び設置を行った事業者（以下「事業者」という。）に対し、関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金代理受領委任状（別記様式第７号。以下「委任状」という。）を提出し、かつ、補助対象経費から補助金の額を控除した額を支払わなければならない。
２　事業者は、前項の規定により委任状の提出を受けた場合は、交付決定者が第５条第２項の規定により交付決定を受けた日が属する年度の末日までに、委任状に関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付請求書（別記様式第８号）及び請求金額の明細が分かる書類を添付して、市長に提出するものとする。
３　市長は、前条及び前項の規定による提出を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、事業者に対し補助金を交付するものとする。
　　（補助金の交付決定の取消し等）

第８条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。
（１）　交付決定者がこの告示の規定に違反したとき。
（２）　交付決定者が偽りその他不正の行為により補助金の交付決定を受けたことが明らかになったとき。
（３）　前２号に掲げる場合のほか、市長が補助金の交付を適当でないと認めたとき。
２　市長は、前項の規定により、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させるときは、関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付決定取消（返還）通知書（別記様式第９号）により交付決定者に通知する。
　（財産の処分の制限）
第９条　交付決定者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する耐用年数を経過するまでの間、市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。
２　市長は、前項の承認を受けた交付決定者が、当該承認に係る財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を市に納付させることができる。

　（委任）

第１０条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。

　　　附　則
この告示は、令和元年６月１３日から施行する。
　　附　則
１　この告示は、令和４年１月４日から施行する。

　２　この告示の施行の際限にあるこの告示による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、この告示による改正後の様式によるものとみなす。

　３　この告示の施行の際限にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
　　　附　則(令和４年１月５日告示第５号)
この告示は、令和４年１月５日から施行する。
別記様式第１号（第５条関係）

令和　　年　　月　　日

関市長　様

住　　所　　　　　　

氏　　名　　　　　　

電話番号
関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付申請書

　関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金の交付を受けたいので、関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付要綱第５条第１項の規定により、次に掲げる書類を添付して申請します。また、当該補助金の交付の請求及び受領の権限を次の事業者に委任します。なお、職員が審査に際し、世帯状況、税情報、要介護度並びに身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳に記載されている障害の程度について確認することに同意します。
１　申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　添付書類

　（１）　関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金計算書（別記様式第２号）
（２）　戸別受信機等の設置に係る経費の見積書
（３）　戸別受信機等の仕様書又はカタログ類
（４）　戸別受信機等を設置する家屋等の位置図
（５）　その他市長が必要と認める書類
３　請求及び受領を委任する事業者
	事業者名
	

	代表者名
	


別記様式第２号（第５条関係）
関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金計算書
	申　請　者
	

	設置する場所（住所）
	

	設置業者（見積者）
	


	項目
	経費（１）
	補助率（２）
	（１）×（２）
	補助額

	戸別受信機本体
	
	１／２
	
	（上限３０，０００円）


	ダイポール型
アンテナ及び
設置諸経費
	
	１０／１０
	
	（上限４０，０００円）


	三素子八木型
アンテナ及び
設置諸経費
	
	１０／１０
	
	（上限１３０，０００円）


	合　計
	
	
	
	※１，０００円未満切捨て


第４条第２項各号に掲げる事項の全てに該当する場合は、下記により補助額を算出する。
補助対象経費の合計　　　　　　　　　　　　　補助額

（　　　　　　　）円－１０，０００円＝（　　　　　　　　）円（上限２００，０００円）　

別記様式第３号（第５条関係）

関市指令　　第　　　　　号

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　様　

関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付（不交付）決定通知書

　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金の交付については、次のとおり決定しましたので、関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付要綱第５条第２項の規定により通知します。

　　令和　　年　　月　　日

関市長　　　　　　　　　　印　

	決定の内容
	交付　・　不交付

	補助金の額
	　　　　　　　　　　　円

	不交付の理由
	

	備考
	


注意事項　

　（１）　交付決定者がこの告示の規定に違反したとき、偽りその他不正の行為により補助金を受けたことが明らかになったとき、その他市長が補助金の交付を適当でないと認めたときは、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることがあります。

　（２）　戸別受信機等の設置の完了後速やかに、別に定める様式により実績報告をしてください。
別記様式第４号（第５条関係）
令和　　年　　月　　日
　関市長　様

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号
関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付申請変更等承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け関市指令　　第　　　号で交付決定を受けた関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金について、申請の内容を変更（補助事業を中止）したいので、関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付要綱第５条第３項の規定により、交付決定通知書の写しを添付して申請します。
記
１　申請区分　　　　　　変更　・　中止
２　変更内容
３　変更（中止）の理由
　備考　変更内容が分かる書類を添付してください。

別記様式第５号（第５条関係）

関市指令　　第　　　号
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　様　

関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付申請変更等承認（不承認）通知書
　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金の交付に係る申請内容の変更（補助事業の中止）については、申請のとおり変更（中止）することを承認したので（承認することができませんので）、関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付要綱第５条第４項の規定により通知します。
　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関市長　　　　　　　　　　　　　印
　承認の条件・不承認の理由
別記様式第６号（第６条関係）
令和　　年　　月　　日
　関市長　様
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号
関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金実績報告書
　令和　　年　　月　　日付け関市指令　　第　　　号で交付決定を受けた関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金に係る補助事業が完了したので、関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付要綱第６条の規定により、次に掲げる書類を添付して報告します。
記
１　設置完了日　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日
２　添付書類　（１）　戸別受信機等の設置に係る経費の支払を証する領収書等の写し
（２）　戸別受信機等の設置が完了したことを証明する写真
（３）　その他市長が必要と認める書類

別記様式第７号（第７条関係）
令和　　年　　月　　日
　関市長　様

関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金代理受領委任状
　私は、令和　　年　　月　　日付け関市指令　第　　　　号で交付決定を受けた関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金の交付の請求及び受領の権限を下記の事業者に委任します。
記
	事業者名
	

	代表者名
	


住　　所　　　　　

氏　　名　　　　　

電話番号
別記様式第８号（第７条関係）
年　　月　　日
　関市長　様
所在地
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名
関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付請求書
　　　　

交付決定者宅に戸別受信機等を設置したので、関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付要綱第７条第２項の規定により、下記のとおり関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金の交付を請求します。

記
１　請求金額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円
　
２　振込先
	金融機関名
	　　　　　　　　　　　銀行・金庫
　　　　　　　　　　　組合・農協
	　　　　　　　本店・支店
　　　　　　　　出張所

	預貯金種別
	普通・当座
	口座番号
	

	フリガナ
	

	口座名義人
	


別記様式第９号（第８条関係）

関市指令　　第　　　　　号

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　様　

関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付決定取消（返還）通知書

　　　　年　　月　　日付け関市指令　　第　　　　　号に
よる関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金の交付の決定の全部（一部）を取り消した
より交付した関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金の全部（一部）の返還を決定した

ので、関市防災行政無線戸別受信機設置費補助金交付要綱第８条第２項の規定により通知します。
　　　　　　年　　月　　日

関市長　　　　　　　　　　印　

	取消し・返還の内容
	

	取消し・返還の理由
	

	返還額
	円
	返還期限
	　　　　年　　月　　日



